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(57)【要約】
　【課題】線膨張係数の違いにより生じる寸法ずれの発
生を防止でき、レンズとレンズホルダとを精度よく溶着
することが可能な溶着技術を提供する。
　【解決手段】レンズ２及びレンズホルダ３を有するレ
ンズユニット１において、レンズ２及びレンズホルダ３
は共にシクロオレフィンポリマ系の樹脂材料によって構
成されると共に、レンズ２とレンズホルダ３との接触部
の少なくとも一方にはレーザを吸収させるレーザ吸収手
段６が設けられ、レンズ２とレンズホルダ３とはレーザ
吸収手段６に吸収されるレーザによって溶着される構成
とした。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レンズ及び前記レンズを保持するレンズホルダを有するレンズユニットにおいて、
　前記レンズ及び前記レンズホルダは共にシクロオレフィンポリマ系の樹脂材料によって
構成されると共に、前記レンズと前記レンズホルダとの接触部の少なくとも一方にはレー
ザを吸収させるレーザ吸収手段が設けられ、前記レンズと前記レンズホルダとは前記レー
ザ吸収手段に吸収されるレーザによって溶着されることを特徴とするレンズユニット。
【請求項２】
　請求項１記載のレンズユニットにおいて、
　前記レーザ吸収手段は前記レーザを透過させない非透過性を有することを特徴とするレ
ンズユニット。
【請求項３】
　請求項２記載のレンズユニットにおいて、
　前記レーザ吸収手段は前記レンズまたは前記レンズホルダの少なくとも一方を着色する
着色剤であることを特徴とするレンズユニット。
【請求項４】
　請求項２記載のレンズユニットにおいて、
　前記レーザ吸収手段は前記レンズまたは前記レンズホルダの少なくとも一方に設けられ
た遮光性を有する微細粒子であることを特徴とするレンズユニット。
【請求項５】
　請求項２記載のレンズユニットにおいて、
　前記レーザ吸収手段は前記レンズまたは前記レンズホルダの少なくとも一方に設けられ
た膜であることを特徴とするレンズユニット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、レンズとレンズホルダとを有するレンズユニットの溶着技術に関し、詳しく
は線膨張係数の違いにより生じる寸法ずれが大きな障害となる精密部品におけるレンズと
レンズホルダとの溶着技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プラスチックレンズを利用する一般的なレンズホルダはポリカーボネートで構成されて
おり、このレンズホルダとプラスチックレンズとを固定する方法として、接着剤による固
着や紫外線反応性接着剤を塗布後に紫外線を照射して固着する接着によるもの、熱かしめ
により固着するもの、高出力のレーザによりレンズとレンズホルダの一部を溶融させ溶融
部分を相溶させることによって固定するレーザ溶着によるもの等が挙げられる。そして、
レーザ溶着による技術として、例えば「特許文献１」あるいは「特許文献２」に開示され
たものが知られている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかし、接着による固定方法では、レンズやレンズホルダの材質によっては接着剤によ
る固着が十分に機能せず、接着力が不十分であることにより剥離してしまう場合がある。
熱かしめによる固定方法では、熱で固定するためにレンズとレンズホルダとの線膨張係数
の違いにより寸法ずれが生じる虞がある。レーザ溶着による固定方法では、極性樹脂であ
るポリカーボネートと非極性樹脂であるシクロオレフィンポリマ系材料（以下、ＣＯＰと
称する）のように相溶性のない材質同士では十分な接着力を得ることができない場合があ
る。また、これ等の問題点を解決するためにレーザ溶着と接着剤とを組み合わせること等
が必要となり、工程の増加等によりコストアップが問題となる他、レンズ及びレンズホル
ダの材料選択が限定的とならざるを得ないという問題点がある。
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【０００４】
　本発明は上述の問題点を解決し、線膨張係数の違いにより生じる寸法ずれの発生を防止
でき、レンズとレンズホルダとを精度よく溶着することが可能な溶着技術の提供を目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　請求項１記載の発明は、レンズ及び前記レンズを保持するレンズホルダを有するレンズ
ユニットにおいて、前記レンズ及び前記レンズホルダは共にシクロオレフィンポリマ系の
樹脂材料によって構成されると共に、前記レンズと前記レンズホルダとの接触部の少なく
とも一方にはレーザを吸収させるレーザ吸収手段が設けられ、前記レンズと前記レンズホ
ルダとは前記レーザ吸収手段に吸収されるレーザによって溶着されることを特徴とする。
【０００６】
　請求項２記載の発明は、請求項１記載のレンズユニットにおいて、さらに前記レーザ吸
収手段は前記レーザを透過させない非透過性を有することを特徴とする。
【０００７】
　請求項３記載の発明は、請求項２記載のレンズユニットにおいて、さらに前記レーザ吸
収手段は前記レンズまたは前記レンズホルダの少なくとも一方を着色する着色剤であるこ
とを特徴とする。
【０００８】
　請求項４記載の発明は、請求項２記載のレンズユニットにおいて、さらに前記レーザ吸
収手段は前記レンズまたは前記レンズホルダの少なくとも一方に設けられた遮光性を有す
る微細粒子であることを特徴とする。
【０００９】
　請求項５記載の発明は、請求項２記載のレンズユニットにおいて、さらに前記レーザ吸
収手段は前記レンズまたは前記レンズホルダの少なくとも一方に設けられた膜であること
を特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、線膨張係数の違いに起因する寸法ずれが発生せずに温度環境変化に強
い精密部品を構成できると共に、レンズとレンズホルダとを所定の強度で精度よく固着す
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の第１の実施形態を採用したレンズユニットの概略斜視図である。
【図２】本発明の第１の実施形態に用いられるレンズ構造体とレンズホルダとの固定を説
明する概略図である。
【図３】本発明の第２の実施形態に用いられるレンズ構造体とレンズホルダとの固定を説
明する概略図である。
【図４】本発明の第２の実施形態に用いられる微細粒子を説明する概略図である。
【図５】本発明の第３の実施形態に用いられるレンズ構造体とレンズホルダとの固定を説
明する概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　図１は、本発明の第１の実施形態を採用したレンズユニットを示している。同図におい
てレンズユニット１は、レンズであるレンズ部２ａを有するレンズ構造体２と、レンズ構
造体２を保持するレンズホルダ３と、レンズ構造体２とレンズホルダ３との間に挟まれる
遮光シート４と、遮光シート４とによってレンズ構造体２を挟み込む遮光シート５等を有
している。
【００１３】
　シクロオレフィンポリマ系樹脂（例えば日本ゼオン社製ＺＥＯＮＥＸ）からなるレンズ
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構造体２は、図２に示すように、遮光シート４を挟んだ状態でレンズ構造体２と同じ材質
であるシクロオレフィンポリマ系樹脂からなるレンズホルダ３に装着される。ここで、レ
ンズホルダ３のレンズ構造体２の両端部と対応する位置にはそれぞれ突出した載置部３ａ
が形成されており、各載置部３ａ上にレンズ構造体２の両端部がそれぞれ載置された状態
でレンズ構造体２とレンズホルダ３とがレーザによって溶着されて両者が固定される。こ
れにより、レンズ部２ａを有するレンズ構造体２とこれを保持するレンズホルダ３とが同
じ材質であるため、レンズ構造体２とレンズホルダ３との線膨張係数の違いに起因する寸
法ずれが発生せず、温度環境変化に強い精密部品を構成することが可能となる。
【００１４】
　しかし、一般的にシクロオレフィンポリマ系樹脂は無色透明であるためにレーザを吸収
することができず、無色透明なシクロオレフィンポリマ系樹脂同士をレーザにより溶着す
ることはできなかった。そこで本発明では、図２に示すように各載置部３ａの近傍に位置
するレンズホルダ３に、シクロオレフィンポリマ系樹脂に着色を行う着色剤であるカーボ
ンを含有させ、レーザを吸収させるレーザ吸収手段６を形成している。レンズホルダ３に
含有されるカーボンは１～３重量％程度であり、レーザの透過率が十分な溶着を行うに足
りる程度となるように設定されている。
【００１５】
　上述の構成により、線膨張係数の違いに起因する寸法ずれが発生せずに温度環境変化に
強い精密部品を構成できると共に、レンズ構造体２とレンズホルダ３とを所定の強度で精
度よく固着することができる。なお、上記実施形態ではレンズホルダ３側にレーザ吸収手
段６を設ける構成としたが、レンズ構造体２側にレーザ吸収手段６を設ける構成、レンズ
構造体２とレンズホルダ３との双方にレーザ吸収手段６を設ける構成としてもよい。
【００１６】
　図３は、本発明の第２の実施形態を示している。この第２の実施形態は第１の実施形態
と比較すると、載置部３ａの下方にレーザ吸収手段として機能する複数の遮光性を有する
微細粒子７を有する点においてのみ相違しており、他の構成は同一である。微細粒子７と
しては遮光性を有するものであればどんな材質のものでも使用可能であり、その配設位置
は図４に示すように載置部３ａの表面に近いほど吸収した際のレーザの熱が載置部３ａの
表面に現れやすく溶着が容易に行われるが、載置部３ａの表面に限られることはない。本
実施形態では微細粒子７をレンズホルダ３側に設ける構成を示したが、レンズ構造体２側
に微細粒子７を設ける構成、レンズ構造体２とレンズホルダ３との双方に微細粒子７を設
ける構成としてもよい。この構成により、第１の実施形態と同様の作用効果を得ることが
できる。
【００１７】
　図５は、本発明の第３の実施形態を示している。この第３の実施形態は第１の実施形態
と比較すると、載置部３ａの上方にレーザ吸収手段として機能する膜８を有する点におい
てのみ相違しており、他の構成は同一である。なお、図５では各遮光シート４，５の図示
を省略している。膜８としてはレーザを透過させない非透過性を有するものであればどの
ようなものでも使用可能であり、本実施形態ではクリアウェル（日本ジェネティクス（株
）製）を使用してこれを載置部３ａ上に接着等の手段によって固着している。この構成に
より、第１の実施形態と同様の作用効果を得ることができる。
【符号の説明】
【００１８】
　１　レンズユニット
　２　レンズ構造体
　２ａ　レンズ（レンズ部）
　３　レンズホルダ
　３ａ　載置部
　６　レーザ吸収手段
　７　遮光性を有する微細粒子
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【先行技術文献】
【特許文献】
【００１９】
【特許文献１】特開２００６－１１２３４号公報
【特許文献２】特開２００５－３１６０４４号公報
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